
余市町モイレ地区応急工事
(北海道余市郡余市町)
平成30年7月13日～平成30年7
月25日
(土木一式工事(大型土のう100
袋設置外))

分任支出
負担行為
担当官
石狩森林
管理署長
牧野利信

北海道
札幌市
中央区
宮の森
3条7丁
目70

平成30年7月13日
岸本産業株式
会社

北海道
札幌市
中央区
北1条西
20丁目
3-25

会計法第
29条の3
第4項（緊
急随意契
約）

余市町モイレ地区において、既設
の落石防止網内の岩盤が崩落・
堆積し、その直近・直下の民地に
落石が発生し、緊急的な応急措
置として大型土のう等による落石
防止対策を講じる必要があるた
め。

3,348,000 3,240,000 96.7% - - - - - - -

八号の沢林道滝雄・厚和線災害
復旧計画測量・設計業務
(北海道紋別郡遠軽町白滝)
平成30年7月18日～平成30年7
月27日
(建設コンサルタント(復旧延長
100m設計業務))

分任支出
負担行為
担当官
網走西部
森林管理
署長
武田祐介

北海道
紋別郡
遠軽町
大通北
4丁目
1-1

平成30年7月17日

株式会社森林
環境リアライズ
法人番号
5430001029016

北海道
札幌市
中央区
北1条西
21丁目
3-35

会計法第
29条の3
第4項（緊
急随意契
約）

平成30年7月3日の集中豪雨によ
り、林道施設災害が発生し、下流
にあるJR石北本線及び国道333
号線に被害を及ぼす恐れがあ
り、早急に復旧を図る必要がある
ことから。

2,162,160 2,073,600 95.9% - - - - - - -

1192林班災害関連緊急調査用
務
(北海道留萌郡小平町)
平成30年７月20日～平成30年７
月30日
(建設コンサルタント(山腹工測
量・設計業務))

分任支出
負担行為
担当官
留萌南部
森林管理
署長
岡本雅人

北海道
留萌市
沖見町
2丁目
71-1

平成30年7月19日

株式会社北海
道森林土木コン
サルタント
法人番号
9430001036644

北海道
札幌市
中央区
北4条東
2丁目8-
6

会計法第
29条の3
第4項（緊
急随意契
約）

平成30年7月3日の豪雨により、
小平町字達布で山腹崩壊が発生
した。当該箇所においては、下流
部に水田及び用水路があること、
また崩壊土砂の流出や今後の降
雨による被害拡大の恐れもある
ことから、早急に復旧に係る調査
を実施する必要があったため。

3,046,680 2,916,000 95.7% - - - - - - -

老知安林道災害復旧計画測量・
設計業務
(北海道旭川市)
平成30年7月20日～平成30年8
月7日
(建設コンサルタント(林道災害復
旧計画60mの測量・設計業務)

分任支出
負担行為
担当官
上川中部
森林管理
署長
中澤文彦

北海道
旭川市
神楽3
条5丁
目3-11

平成30年7月19日

株式会社森林
環境リアライズ
法人番号
5430001029016

北海道
札幌市
中央区
北1条西
21丁目
3-35

会計法第
29条の3
第4項（緊
急随意契
約）

平成30年7月3日の集中豪雨によ
り、旭川市西神楽で林道路体流
出等が発生した。当該路線につ
いては、上流域にある灌漑用水
ダム（神居ダム）へ通ずる道路と
なっていること、また今後の降雨
による被害拡大の恐れもあること
から、早急復旧に係る調査を実
施する必要があったため。

1,121,040 1,036,800 92.4% - - - - - - -
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及び種別
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層雲峡本流林道災害復旧計画
測量・設計業務
(北海道上川郡上川町)
平成30年7月20日～平成30年8
月7日
(建設コンサルタント(林道災害復
旧計画50mの測量・設計業務))

分任支出
負担行為
担当官
上川中部
森林管理
署長
中澤文彦

北海道
旭川市
神楽3
条5丁
目3-11

平成30年7月19日

株式会社森林
環境リアライズ
法人番号
5430001029016

北海道
札幌市
中央区
北1条西
21丁目
3-35

会計法第
29条の3
第4項（緊
急随意契
約）

平成30年7月3日の豪雨により、
上川町字層雲峡で林道路体決壊
等が発生した。当該林道におい
て、下流域には地域住民の生活
基盤に欠かせない貯水ダムがあ
ること、また崩壊土砂の流出や今
後の降雨によ る被害拡大の恐れ
もあることから、早急に復旧に係
る調査を実施する必要があった
ため。

1,948,320 1,857,600 95.3% - - - - - - -

奥尻島（湯浜海岸地区）施設災
害復旧緊急調査設計業務
（北海道奥尻郡奥尻町）
平成30年7月20日～平成30年8
月17日
(建設コンサルタント（治山ダム4
基の測量設計））

分任支出
負担行為
担当官
檜山森林
管理署長
樋口悟一

北海道
檜山郡
厚沢部
町緑町
162-28

平成30年7月19日

株式会社森林
テクニクス
法人番号
9010001100244

東京都
文京区
後楽1丁
目7-12

会計法第
29条の3
第4項（緊
急随意契
約）

平成30年7月5日に集中豪雨が発
生し、治山施設に多大な被害を
及ぼしたところである。施設の下
流域については道道奥尻島線に
接続しており、土砂流出による生
活基盤道路の閉鎖も懸念され、
今後の降雨による被害拡大の恐
れもあることから、早急に復旧に
係る調査を実施する必要があっ
たため。

4,431,240 4,212,000 95.0% - - - - - - -

中紀念別林道災害復旧計画測
量・設計業務
(北海道留萌郡小平町)
平成30年７月21日～平成30年７
月30日
(建設コンサルタント(林道災害復
旧計画測量･設計業務))

分任支出
負担行為
担当官
留萌南部
森林管理
署長
岡本雅人

北海道
留萌市
沖見町
2丁目
71-1

平成30年7月20日

株式会社森林
テクニクス
法人番号
9010001100244

東京都
文京区
後楽1丁
目7-12

会計法第
29条の3
第4項（緊
急随意契
約）

平成３０年７月３日の豪雨により、
小平町字達布で林道路体決壊等
が発生した。当該林道は、今後の
降雨による崩壊土砂の流出や被
害拡大の恐れもあり、下流域に
は地域住民の生活基盤に欠かせ
ない小平ダムがあること等から、
早急に復旧に係る調査を実施す
る必要なため。

1,786,320 1,512,000 84.6% - - - - - - -

幌加湧別林道災害復旧計画測
量・設計業務
(北海道紋別郡遠軽町白滝)
平成30年7月24日～平成30年8
月24日
(建設コンサルタント(復旧延長
400m設計業務))

分任支出
負担行為
担当官
網走西部
森林管理
署長
武田祐介

北海道
紋別郡
遠軽町
大通北
4丁目
1-1

平成30年7月23日

株式会社森林
環境リアライズ
法人番号
5430001029016

北海道
札幌市
中央区
北1条西
21丁目
3-35

会計法第
29条の3
第4項（緊
急随意契
約）

平成30年7月3日の集中豪雨によ
り、林道施設災害が発生し、下流
にあるJR石北本線及び国道333
号線に被害を及ぼす恐れがあ
り、早急に復旧を図る必要がある
ことから。

3,516,480 3,067,200 87.2% - - - - - - -

ラウネナイ沢外災害復旧調査業
務
(北海道紋別郡遠軽町白滝)
平成30年7月24日～平成30年8
月7日
(建設コンサルタント(渓間工2基
設計業務))

分任支出
負担行為
担当官
網走西部
森林管理
署長
武田祐介

北海道
紋別郡
遠軽町
大通北
4丁目
1-1

平成30年7月23日

アルスマエヤ株
式会社
法人番号
2430001001043

北海道
札幌市
厚別区
厚別中
央4条3
丁目7-
17

会計法第
29条の3
第4項（緊
急随意契
約）

平成30年7月3日の集中豪雨によ
り、国有地から土砂及び立木が
流失し、下流に存する農家、畑に
被害をもたらしたため、早急に復
旧を図る必要があることから。

2,693,520 2,646,000 98.2% - - - - - - -

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は、「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は、「特例社団法人」をいう。


